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１．はじめに 

 

 平等な社会ならば人々は幸福なのか。革命勝利から 50

年。キューバ共和国 (以下、キューバ) を舞台とした壮大

な社会実験が今、大きな変革期を迎えている。 

 1959 年の革命政権樹立以降、社会主義陣営に外需を依

存していたキューバの経済は、91 年のソ連崩壊前後に大

打撃を受けた。カストロ政権は平等主義社会の追及を目

標に掲げ、医療や教育の普及に力を注いできたものの、

経済的制約から体制の維持は限界に達している [1][2]。 

 一方、日本における社会資本の整備制度は、道路整備

事業に顕著なように、費用-便益の考え方を基本としてい

る。新古典派経済学に依拠した、社会厚生を個人の福利

の総計で定義する方法論といえるだろう。ただし、人口

増加を前提としていた時代に強く推進されたこうした方

法論が、縮退と格差の時代において公正な計画論を展開

できるかはその途上にあり、個人の幸福感に立脚したよ

り立体的な議論が必要とされているのではないだろうか。 

 こうした状況を踏まえ、筆者らは、従来の福利の概念

を超え、幸福感そのものを関数と捉えるアプローチに着

目する。たとえば Abou-Zeid (2009) [3]は交通政策の提言

に happiness 概念の導入を試みる。well-being の最大効

用化が happiness をもたらす、という枠組みの下、交通

手段の選択の多様性が、ユーザーの happiness の拡大に

寄与し得ると示唆する。一方、社会心理学の分野では山

岸 (1996, 1999) らが、人間関係の紐帯が、相互の信頼感

や安心感の醸成、および個人の主観的幸福感に与える影

響を検証している [4]-[9]。幸福感を考慮する上で、こうし

た視座も捨象はできまい。 

 本稿では社会主義体制を取るキューバと、日本とを比

較することで、人間はどのような状態で幸福を感じ得る

のかを考察し、公正な社会資本整備に関する新たな知見

の獲得を目標とする。 
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２．用語の定義 

 

 well-being は公共政策の文脈では「福祉」、心理学の

文脈では「幸福感」と訳されることが多い。本稿では西

田 (2000) [10]、伊藤 (2005) ら [11]に倣い、well-being を

「 (心身ともに) よく在る」という状態そのものを表す概

念として用い、原文のまま表記する。その上で、人間の

精神面から湧き起こり、生きていく上での活力となる

「幸福感 (happiness) 」とは明確に区別する。 

 

３. 考 察 

 

（１）両国の現状比較: 「自由」の評価から 

 標準的な功利主義のアプローチでは、個人が心理的特

性によって選考した結果の効用にのみ究極的な価値を見

い出す。センが展開する厚生経済論では、成果を達成す

る潜在能力に焦点を当てた [12]-[15]。この潜在能力アプロー

チにおいて、センは自由の概念を重要視する。センの整

理に基づき、キューバと日本それぞれを評価した。表１

に示す。 

 キューバ政府は、所得分配の公平と機会の均等を理想

とし、特に、医師養成と保健政策、教育制度の充実に力

を入れた。革命前は病院などの健康施設にアクセスでき

たのは農村地域の人口の 8%に過ぎなかったため、カス

トロ政権の最初の課題は、より均一な資源配分の仕組み

の構築だった [16]。政府は大規模な参加型キャンペーンを

実施して、健康や教育、住宅政策を進めた。たとえば、

61 年に実施した国民読み書き運動では、公的ボランティ

アが主体となり、1 年間に 7 万人の国民に読み書きを教

え、文盲率は 23%から 4%に減少した [17]。こうした各種

の施策の積み重ねにより、先進国並みの平均寿命や乳児

死亡率の低さを達成し、センの well-being freedom を

部分的に満足する。半面、共産党の 1 党支配であること

に由来する、情報の統制や政策の選択肢の幅の狭さなど、

不自由も目立つ。 

 対して日本では、所得に重点を置いた分配施策を取っ

た。well-being freedom, agency freedom ともほぼ実現

しているものの、個人の所得や、都市圏と地方圏でアク

セスできる社会資本に格差を生じた。表２に、両国の経

済指標や格差、幸福感を示す手がかりとなる指標を示す。 



表１. アマルティア・センの自由概念におけるキューバと日本の評価 

 キューバ  日本 
自由概念の種別 

 評価 概要  評価 概要 

 
乳児死亡率 

(1000人当たり) 
4.7人 （2008年） [a]  2.6人 (2007年) [f] 

 
医師 1 人当たり
の人口 

155 人 (2007 年 [a]、実情は
医師の海外派遣強化で 300人
程度) 

 約485人 (2006年) [g] 

 平均寿命 
男76.0歳、女80.0歳 (2005-
2007年) [b] 

 
男79.2歳、女86.0歳 (2007年) 
[h] 

疫病から逃れ
られるか 

 

○ 

その他 

憲法に「衛生普及・保険教育
計画、定期健診、全住民に対
する予防接種及びその他の病
気予防措置の発展」を明記。
国の予防接種プログラムで13
種類の病気を防ぎ、2 歳以上
人口の 95%をカバーする 
[c]。 

 

○ 

憲法で「健康で文化的な最低限
度の生活を営む権利」を保障。
社会福祉、社会保障及び公衆衛
生の向上及び増進に努めなけれ
ばならないと規定する。 

 就学率 
初等教育 99.4%、中等教育
86.1%(2005年) [b] 

 
義務教育 99.98% (2006 年)、高
等学校等97.8% (2008年) [i] 

 識字率 99.8% [d]  99.0% [j] 必要な情報を
的確に理解で
きるか 

 

○ 

その他 

憲法で「教育は無料であり社
会全体の義務」と規定し、
「誰でも教育を受ける権利」
を保障。 

 

○ 
憲法では「その能力に応じて、
ひとしく教育を受ける権利」を
保障。義務教育は無償と規定。 

栄養をバラン
ス良く充足で
きるか 

 △ 
配給制度で、生存に必要な最低限のカロリーを保
障する。 

 △ 
生活保護制度は、所得に対する
金銭的な補償。栄養面まではサ
ポートしない。 

自分の気持ち
や考えを適切
に表現できる
か 

 △ 

キューバ共産党の 1 党制。憲法には「市民は社会
主義社会の目的に従い言論、出版の自由を認めら
れる」と規定。愛国心を育む教育が浸透し、革命
防衛委員会 (CDR) の組織網が街区単位で管理体
制を敷いているため、表向きは愛国精神に溢れ
る。一方、90 年代以降の経済危機を受けて、知識
層や若者を中心に政権を批判する声も上がる。 

 ○ 
思想及び良心、信教の自由を憲
法で保障。 

 住居 

国民間の不動産の売買は禁
止。転居を希望する場合は、
正式には政府を通して公報、
権利書を交換する(ペルムー
ト: permuto)。効率が悪いた
め、個人間でのやり取りも多
い [e]。 

 

公共の福祉に反しない限り、居
住、移転の自由を憲法で保障。 
民間の住宅仲介事業も発達して
いる。 

well-being 
freedom 

自由に移動で
きるか 

 

× 

海外渡航 

基本的に禁止。出国するには
外国企業に招聘される、外国
人と婚姻関係を結ぶなどの方
法がある。 

 

○ 

何人も、外国に移住し、又は国
籍を離脱する自由を侵されない
ことを憲法で保障。2008 年の出
国者数は約1599万人 [k]。 

政治的自由 
(社会的目標の
設定プロセス
に参加する自
由) 

 ○ 

「国家はその活動において社会・大衆団体に依拠
する」として、革命防衛委員会、女性キューバ女
性連盟、キューバ労働組合連合など多様な大衆組
織を憲法で規定。人民権力議会の立候補者擁立な
どを通して、手続き上の政治参加を国民全体で共
有する。投票権は16歳以上の国民に付与。共産党
1 党支配下の政府組織のため、完全に自由な意見
表明は難しい。 

 ○ 
多数の党が並立する間接民主制
を採用。投票権は 20歳以上の国
民に付与。 

agency 
freedom 

市民的自由 
(私的な目的追
求に関する自
律的な意思決
定の自由) 

 × 

国営企業(公務員)のため職業の選択に制限があり、
自由な転職は困難。1993 年に一部の業種で個人事
業が許可されたものの、高額の税率など各種の規
制が厳しい。 

 ○ 
公共の福祉に反しない限り、職
業選択の自由を憲法で規定。 

(出典) [a] Panorama Económico y Social: Cuba 2008, Oficina Nacional de Estadísticas. [b] Anuario Estadístico de Cuba 2007, Oficina Nacional de 
Estadísticas. [c] Health Situation Analysis and Trends Summary: Cuba, Pan American Health Organization. [d] 2002 CENSUS, Oficina Nacional de 
Estadísticas. [e] Fong, Yuko氏、朝日新聞元ハバナ支局記者・萩一晶氏からの聞き取り. [f] 厚生労働省 (2008) 平成19年度人口動態統計. [g] 厚生統計要

覧, 厚生労働省. [h] 厚生労働省 (2008) 日本人の平均余命: 平成19年簡易生命表. [i] 文部科学省 (2006, 2008) 学校基本調査. [j] Human Development 
Report 2007 / 2008, United Nations Development Program. [k] 法務省入国管理局 (2009) 平成20年における外国人入国者数及び日本人出国者数につい

て. 



表２. キューバと日本の経済指標、格差指標の比較 

 (出典) [a] World Bank (2007, 2009) World Development Indicators. [b] Ranis, G. and Kosack, S. (2004) Growth and Human Developmen in Cuba's 
Transition, Institute for Cuban and Cuban-American Studies, University of Miami. 同資料によると、1953年の値は0.57. [c] Anuario Estadístico de 
Cuba 2007, Oficina Nacional de Estadísticas. [d] 新藤通弘 (2000) 現代キューバ経済史, 大村書店, p. 96. [e] Panorama Económico y Social: Cuba 2008, 
Oficina Nacional de Estadísticas. [f] 当初所得の値: 厚生労働省 (2007) 平成17年所得再分配調査. [g] 再配分所得の値: 厚生労働省 (2007) 平成17年所

得再分配調査. [h] 2009年3月時点の完全失業率: 総務省統計局 (2009) 労働力調査. [i] 平成19年中における自殺の概要資料 (2008) 警察庁.  

 

（２）キューバの社会的ネットワークの概況 

 「キューバ人は自然に助け合う。闇で卵が手に入った

から、あんたんちの坊やにどう？って言って」 [18]。キュ

ーバ社会では、通信網の整備の遅れや、政府による情報

統制から、人々の噂話が有力な情報伝達メディアとして

機能している。また、大衆組織として革命防衛委員会 

(CDR) をはじめとする各種組織が網を張り巡らせる。

CDRは全国に展開する隣組組織として、政府が革命の思

想を伝達し、国内外の反革命運動を取り締まる目的で設

立した。体制が安定するにつれ、記念日に近隣に豚汁を

振る舞うなど、文化・社会的な性格を帯びてきている [19]。 

 Hearn (2008) [20]は、首都ハバナの現地調査を通して、

社会主義の中央集権計画経済から、地域による地区再生

への取り組みに移行する過程を報告した。旧市街地の最

貧地区において、土着の宗教ネットワークと政府機関の

協働によって、ドラッグや売春、家屋崩壊といった問題

に対処し、地域の観光資源化に成功した事例を紹介する。 

 市場については、基本的に国営・公営でコントロール

する。一部自営業も許可されているが、流通は限定的で

効率が悪い。食糧の入手から住居の交換まで生活の様々

な局面で、許可外のマーケットが存在する余地がある。

表３に、これらのシステムを社会的ネットワークの視点

から捉えてまとめた。 

 

表３. キューバの社会的ネットワークの種類と構造 

社会的ネットワーク ネットワークの構造 概要および規模 性質 日本の例 

革命防衛委員会(CDR)、キューバ女性

連盟（FMC）、キューバ労働組合連合

（CTC）などの大衆組織 

 
 
 
 
ツリー 

ツリー状のネットワーク構造

を全国に展開する。CDR の最

小単位はハバナ市街地で 2 街

区、15歳以上の国民の88%強

が参加する [19]。 

Formal 
政府、 

地方自治体 

人民評議会 
(Consejo Popular) 

 
 
 
 
 
地縁 

1行政区当たり 7～8の人民評

議会を設置 (日本の町に相当

か)。地域に影響力を持つ人

物、7～8人で構成する [20]。 

Formal 
農村共同体、 

町内会 

宗教組織 

 
 
 
 
 
 
クリーク 

旧宗主国スペインのカトリッ

クと、アフリカから強制連行

された黒人が信仰する宗教の

混淆宗教など。地域に密着

し、コミュニティの扶助ネッ

トワークとして機能 [20]。 

Informal 民間企業 

ブラックマーケット 

 
 
 
 
セミラティス 

縁故を通じた情報交換/物流

網。配給の横流し品や住居の

個人交換仲介など。 
Informal 

趣味サークル、

市民活動、SNS 

 

（３）社会的ネットワークと幸福感 

キューバ社会は教育や医療の機会均等に力を入れた一

方、経済的には低成長に留まった。電話やインターネッ

トなどの物理的ネットワークの整備が遅れ、メディアの

情報規制もある中で、政府や大衆は、formal / informal 

 キューバ 日本 

1人当たりGNI (2007年) [a] 3,706米ドル～11,455米ドルの間と推定 37,790米ドル 

ジニ係数 (2004年) 0.28 [b] 0.53 [f] (0.39 [g]) 

失業率 

1.8% [c]。90年代の経済危機時には5万～6万人の配転

先が見出せず、給料の 60%を受給する自宅待機となっ

た [d]。 
4.8% [h] 

自殺率 (人口10万人当たり) 12.1人 [e] 25.9人 [i] 

都市化率 (2005年) [a] 76% (うち最大の都市に26%) 66% (同42%) 



含めて様々な社会的ネットワークを発展させ、創意と工

夫で苦しい経済状況を生き延びている。 

接続する紐帯の多様性は様々な活動機会を生むことは

明らかであり、このことが幸福感と大きく関係している

といえるだろう。informal で弱い紐帯の利用度は、友人

との関係が親密なほど、あるいは信用の裏付けがあるほ

ど高まる。表２に示した CDR や FMC のような formal

な紐帯の存在は、「隣近所に誰が住んでいるか知ってい

る」という状況を維持するのに寄与し、informal な紐帯

の形成や維持に影響を与える。両者の紐帯がそれぞれの

目的を補完し合いながら機能することで、都市部におい

て失われがちな濃密な社会的つながりを維持していると

いえるだろう。国民間の不動産売買が禁止されている現

状 (表１) はこうした同着の紐帯をより活性化させており、

欧米の市街地再整備に見られるような旧市街のジェント

リフィケーションによって劣化していく弱い紐帯の在り

様とは一線を画している。 

一方、首都ハバナの中心地区 (Centro Habana) は、

観光地に近く外国人との接点があり、外貨を稼ぐ機会に

恵まれることなどから、地方出身者を引き付ける [21]。集

合住宅が密集し匿名性が高いことから、合法的な移住が

難しい人々が、仲間伝手に集まってくる状況が見られる。

こうした流動性の高い informal な紐帯の在り方は、む

しろ日本の都市圏に共通するといえよう。 

日本においては経済的な成長と物理的ネットワークの

充実により、人が直接やり取りしなくても生活できる一

定の基盤が、都市圏を中心として整いつつある。都市圏

において、人それぞれが選択したセミラティス構造の紐

帯が、物理的なネットワークと併せて多様な機会を生み

出す上で機能していることを考えれば [22]、伝統的な行動

モデルを下敷きにしたアクセシビリティ指標によって幸

福感を評価することは、一面的な評価に留まる可能性が

ある。日本の国土は都市圏に人口が集中しているキュー

バとは大きく異なるため、都市と地方が一体となった空

間的特性と生活圏を踏まえた方法論の確立が求められて

いるといえよう。 

 

４. む す び 

 

本稿では、キューバと日本における幸福感についてセ

ンのアプローチに基づいて定性的な比較分析を試みると

共に、社会的ネットワークについて考察することで、そ

の質的な評価の重要性について考察した。物理的ネット

ワークと社会的ネットワークの発達の関係性、社会的ネ

ットワークが幸福感に及ぼす作用の実態検証などは、今

後の課題とする。発表で得られる知見を基に、今夏には

キューバ現地調査に赴き、実りある研究を修めたい。 
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